
【入力例】
●入力担当者

部署名 黄色のセルは、直接入力をしてください。

担当者氏名（カナ） 姓と名の間は１マス空ける

担当者氏名 姓と名の間は１マス空ける 緑色のセルは、該当項目を選択してください。

連絡先電話番号 0776-99-9999

印刷範囲外又は自動計算用の数式若しくは文字が入力されて

＜業者カード　No.1＞ いますが、別のセル及びシートと連動しておりますので、変更

●受付番号 しないでください。

前回受付番号(業者番号) 654321 前回受付時の受領書等に記載されている受付番号（1又は2から始まる6桁の番号）を記入してください。

受付番号が不明な場合は、敦賀市ホームページで公表している指名業者名簿にある「業者番号」と同じ番号です。（右欄外にリンクあり）

●選択項目

継続区分 継続

業者区分 準市内

委任先 有 委任先を「有」とした場合は、委任先の法人情報及び技術職員数を入力してください。

建退共等 加入

ＩＳＯ取得の有無 ＩＳＯ９０００ ＩＳＯを取得している場合は、取得しているＩＳＯの種類にチェックしてください。 TRUE

ＩＳＯ１４０００ FALSE

電子入札対象 申請日時点において、敦賀市の電子入札に対応の「有」の場合は、チェックしてください。 TRUE

敦賀市の「建設工事」の入札は、原則、電子入札で執行しますので、未登録の業者は登録をしてください。

今回、新規登録の業者の方は、登録用のID・パスワードについて、後日通知いたします。（３月中旬頃）

●法人情報（本店）

法人区分 株式会社 （株） その他の場合は、法人区分名を「Ｅ22」のセルに直接入力（上書き）する。（例：一般社団法人、協同組合　など）

商号（カナ）

商号又は名称

法人前後区分 後

代表者役職名

代表者氏名（カナ） 姓と名の間は１マス空ける 代表者の住民登録地（住民票の登録地）

代表者氏名 姓と名の間は１マス空ける

郵便番号 910-0005 所在地には、丁目、番地、号等を正確に記入し、ハイフン「－」で省略しないでください。

所在地

電話番号 ハイフン「－」を省略しないでください。

FAX番号 ハイフン「－」を省略しないでください。

Eメールアドレス

●法人情報（委任先）

支店・営業所名（カナ）

支店・営業所名 支店・営業所名のみ（福井支店、敦賀営業所など）記入してください。（法人の商号又は名称は、不要）

委任先代表役職名

委任先代表者氏名（カナ） 姓と名の間は１マス空ける 委任先代表者の住民登録地（住民票の登録地）

委任先代表者氏名 姓と名の間は１マス空ける

郵便番号 914-0811 所在地には、丁目、番地、号等を正確に記入し、ハイフン「－」で省略しないでください。

所在地

電話番号 ハイフン「－」を省略しないでください。

FAX番号 ハイフン「－」を省略しないでください。

Eメールアドレス

支店登記の有無 無 委任先の支店について、法人の登記記録に記載がされているか。

総務部総務人事課

福井県敦賀市中央町２丁目５００番　つるがビル３階

0770-99-1111

0770-99-2222

fukuikensetsu-tsuruga@abc.co.jp

fukuikensetsu@abc.co.jp

敦賀支店

支店長

ツルガ　イチロウ

敦賀　一郎

フクイ　タロウ

福井　太朗

0776-99-9998

フクイ　ケン

福井　建

フクイケンセツ

福井建設

代表取締役社長

福井県福井市大手３丁目２０００番

0776-99-9999

ツルガシテン



【入力例】
＜業者カード　No.2＞

経営規模等評価結果通知書に記載されている数字を入力してください。

許可区分（機関名） 国土交通 大臣

許可番号（経審） 00 - 123456 許可番号は、6桁で入力してください。

年/西 平成/令和年 月 日

審査基準年月日 2024 6 9 2 自動計算

有効期限年月日 2026 8 4 1 自動計算

技術職員数（Ⅰ） 657 人 自動計算　（ⅰ）＋（ⅱ）＋（ⅲ）

１級（ⅰ） 123 人 通知書の技術職員数の「一級」の合計欄の人数を記入してください。職員数に該当がない場合は、0を入力してください。

監理補佐 12 人 通知書の技術職員数の「監理補佐」の合計欄の人数を記入してください。職員数に該当がない場合は、0を入力してください。

基幹 3 人 通知書の技術職員数の「基幹」の合計欄の人数を記入してください。職員数に該当がない場合は、0を入力してください。

２級（ⅱ） 456 人 通知書の技術職員数の「二級」の合計欄の人数を記入してください。職員数に該当がない場合は、0を入力してください。

その他（ⅲ） 78 人 通知書の技術職員数の「その他」の合計欄の人数を記入してください。職員数に該当がない場合は、0を入力してください。

その他の職員数 343 人 自動計算　（Ⅱ）－（Ⅰ）

建設業従事職員数（Ⅱ） 1,000 人

自己資本額（ａ） 123,000 千円 通知書右上の「自己資本額」の数値を記入してください。（左下の自己資本欄ではありません。）単位が百万円の場合は最後に0を3つ追加してください。

自己資本額等評点（X2） 1,800 点

経営状況評点（Y) 800 点

営業年数 70 年 通知書右側の「営業年数」の年数を記入してください。

その他審査項目評点（W） 1,000 点

貸借対照表に記載されている金額（単位：千円）を入力してください。

流動資産（ｃ） 5,000,000 千円 資産の部　「流動資産合計」　の金額 単位が百万円の場合は最後に0を3つ追加してください。

固定資産（ｅ） 6,000,000 千円 資産の部　「固定資産合計」　の金額 単位が百万円の場合は最後に0を3つ追加してください。

流動負債（ｄ） 4,000,000 千円 負債の部　「流動負債合計」　の金額 単位が百万円の場合は最後に0を3つ追加してください。

総資本額（ｆ） 7,000,000 千円 純資産の部　「負債純資産合計」　の金額 単位が百万円の場合は最後に0を3つ追加してください。

損益計算書に記載されている金額（単位：千円）を入力してください。

経常利益（ｂ） 300,000 千円 経常損失の場合は、負の数字を入力する 単位が百万円の場合は最後に0を3つ追加してください。

注意）経常利益とは、営業利益に営業外収益を足して営業外費用を引いて求められる利益です。当期純利益や税引前当期純利益ではありません。

経営比率（小数点第2位を四捨五入し、小数点第1位で表示）

総資本経常利益率 4.3 % 自動計算　（ｂ）÷（ｆ）×100

流動比率 125.0 % 自動計算　（ｃ）÷（ｄ）×100

固定比率 4,878.0 % 自動計算　（ｅ）÷（ａ）×100

令和8年4月1日

令和6年9月2日



【入力例】
＜業者カード　No.4＞

●希望する建設工事の種類（５工種まで・順不同） 対応するExcelによっては、令和が平成表示となる場合がありますが、業者カードNo.4で自動計算をしますので、そのままにしておいてください。

総合評定値（Ｐ） 2年又は3年平均 評点（Ｘ1） 一級 二級 その他 評点（Ｚ）

点 完成工事高 千円 点 人 人 人 点

№１ 特定 土木一式工事 2020 326,700,000 2300 1500 10 0 2330 有 令和5年4月1日 令和10年3月31日

№２ 特定 舗装工事 2050 750,000,000 2300 2500 50 0 2500 有 令和5年4月1日 令和10年3月31日

№３ 一般 とび・土工・コンクリート工事 1700 1,000,000 1500 800 20 0 1800 有 令和3年4月2日 令和8年4月1日

№４ 一般 鋼構造物工事 1300 1,500,000 1000 500 10 0 1200 有 令和3年4月2日 令和8年4月1日

№５ 特定 解体工事 1500 500,000 900 800 5 0 1000 有 令和5年4月1日 令和10年3月31日

※ 建設業許可年月日は、令和8年4月1日時点で有効なもの（令和3年4月2日以降の許可）を記入してください。今後、更新予定の場合は、現許可年月日を記入し、更新後に許可書の写しを提出すること

※ 各工種の技術職員数に該当がない場合は、0を入力する。委任先のある場合は、そのうち委任先の技術者数を入力する。

※ 一級、二級、その他の技術職員数については、業者カード記入時の実人数を記入してください。

ただし、記入時の実人数が確認できないときは、経営規模等評価の申請時における実人数を記入してください。

※ ISOの登録は希望工種毎についてISOの登録がされているかで判断をしてください。委任先がある場合は、委任先での登録がされているかで判断をしてください。

※ 工種を追加する場合は、登録済みの工種を含めて全て入力してください。（ただし、総合評定値等の審査対象は、追加する工種のみとなります。）

※ 上記には希望する工種（最大５工種）を順不同で入力してください。

年/西 平成/令和年 月 日 年/西 令和年 月 日

№１ 2023 35 4 1 2028 10 3 31 自動計算

№２ 2023 35 4 1 2028 10 3 31 自動計算

№３ 2021 33 4 2 2026 8 4 1 自動計算

№４ 2021 33 4 2 2026 8 4 1 自動計算

№５ 2023 35 4 1 2028 10 3 31 自動計算

許可区分 希望工種
建設業許可
有効年月日

建設業
許可年月日

許可有効年月日許可年月日 

ISO登録
（業種・部門毎）



【入力例】
＜業者カード　No.3＞

直接、「業者カードNo.3」のシートに有資格者の人数を入力してください。

＜調査様式第１号・営業用機械器具調書＞

直接、「（調査様式１）営業用機械器具」のシートに所有する建設機械等のうち、取得価格２００万円以上の機械等の名称、種類、能力及び所有台数を入力してください。

＜調査様式第２号・常勤技術者調書（建設工事）＞

直接、「（調査様式２）常勤技術者調書」のシートに有資格者の人数を入力してください。

＜調査様式第３号・とび・土工・コンクリート完成工事高内訳調書兼希望工種調書＞

直接、「（調査様式３）とび・土工・コンクリート内訳」のシートに法面処理工事、交通安全施設工事、とび・土工・コンクリート（その他）工事の完成工事高を経営事項審査結果通知書（写）と同じ金額を入力してください。

決算額については、申請時提出された経営事項審査結果通知書（写）の「とび・土工の完成工事高」を基準に記入してください。

経営事項審査について、工事完成高の申請は、２年又は３年ですか。

2 年平均完成工事高

希望する工種については「○」を、希望しない工種については「×」を選択してください。

希望工種調査

とび・土工工事 法面処理工事 ○

交通安全施設工事 ×

その他工事 ○

＜様式３・委任状＞ ＜様式４・使用印鑑届＞
＜様式５・工事経歴書＞ ＜様式７・保護観察対象者等雇用に関する証明書＞
＜資本的関係又は人的関係に関する申告書＞
＜【敦賀市税のみ】敦賀市税納付状況調査同意書＞

申請日は、それぞれ直接シートに入力してください。対応するExcelによっては、申請日が平成表示となる場合があります。この場合には、直接「令和○年○月○日」と文字入力してください。
委任状には、受任者の印鑑を押印してください。
使用印鑑の押印欄には、入札・契約等で使用する印鑑を押印ください。（受任者のある場合は、受任者が使用する印鑑を押印ください。）

工事経歴書には、登録を希望する工事の工事経歴書を記入してください。（経営規模等評価審査の際に提出したものの写しでも結構です。）
（なお、工事経歴書については、適宜印刷範囲を調整をしてください。）

保護観察対象者等雇用に関する証明書には、必要事項を入力のうえ、福井保護観察所長の証明を受けてください。（市内、準市内業者のみ）
資本的関係等の申告書には、資本的関係又は人的関係にある会社等について申告をしてください。（全ての申請業者が対象です。）

入力は以上で終了です。入力項目及び各シートを再度確認のうえ、印刷してください。

＜チェックリスト＞
全ての書類が整いましたら、チェックリストを使用して、書類が揃っているか、押印がされているか等、再度確認をしてから申請書を提出してください。

原則、郵送により申請してください。ただし、市内業者及び準市内業者については、敦賀市税の納税証明書等の申請交付を受ける必要がありますので、敦賀市役所 ２階 契約管理課の窓口で申請書類を提出することができます。

各種吹付工、法枠工および法覆工

標識、反射鏡、ガードレール等の交通安全施設設置工事であって、道路管理者または公安委員会が設置するもの

上記以外の工事でとび・土工・コンクリート工事に該当する工事



 

 
 



【記入例】
様式第９号

年　　月　　日

敦賀市長　あて

　敦賀市競争入札参加資格審査申請に当たり、当社の敦賀市税納付状況について

調査することに同意します。

所在地 福井県福井市大手３丁目２０００番
商号又は名称 福井建設㈱

代表者職氏名
（押印不要）

委任先名称

担当者氏名 福井　建

電話番号 0776-99-9999

様式第１０号

年　　月　　日

敦賀市長　あて

　敦賀市競争入札参加資格審査申請に当たり、申請者代表者(又は委任先代表者)

である私個人の市税納付状況について調査することに同意します。

□申請者代表者

☑委任先代表者

住所 福井県敦賀市〇〇町〇番〇号

氏名 敦賀　一郎
（氏名は自署又は記名＋私印押印）

敦賀市税納付状況調査同意書（法人用）

敦賀市税納付状況調査同意書（代表者用）

敦賀支店

代表取締役社長　福井　太朗









【入力例】
Ｎｏ．４

●業種情報

0 1 0 1 3 0 0 5 0

2 0 2 0 2 0 5 0 1 7 0 0

0 0 － 1 2 3 4 5 6 0 0 － 1 2 3 4 5 6 0 0 － 1 2 3 4 5 6

0 0 1 0 0 1 0 0 2

3 5
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0 1
日
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年

0 4
月

0 2
日

1 0
年

0 3
月

3 1
日

1 0
年
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月
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日

0 8
年

0 4
月

0 1
日

兆 億 万 千 兆 億 万 千 兆 億 万 千

3 2 6 7 0 0 0 0 0 千
円

7 5 0 0 0 0 0 0 0 千
円

1 0 0 0 0 0 0 千
円
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年

0 9
月
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日

0 6
年
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月
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日

0 6
年
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月
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年

0 4
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月
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日

0 8
年

0 4
月
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日

2 3 0 0 2 3 0 0 1 5 0 0

2 3 3 0 2 5 0 0 1 8 0 0

1 5 0 0
人

2 5 0 0
人

8 0 0
人

1 0
人

5 0
人

2 0
人

0
人

0
人

0
人

※

1 1 0 2 9 0

1 3 0 0 1 5 0 0

0 0 － 1 2 3 4 5 6 0 0 － 1 2 3 4 5 6

0 0 2 0 0 1
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日
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月

0 1
日

1 0
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円

5 0 0 0 0 0 千
円
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年
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月
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日

0 6
年
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月
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日

※
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年
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月
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日

0 8
年
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月

0 1
日

※

1 0 0 0 9 0 0

1 2 0 0 1 0 0 0

5 0 0
人

8 0 0
人

1 0
人

5
人

0
人

0
人

委任を受けた営業所等で登録をする
場合は、委任先の営業所等に該当
する建設業の許可が必要です。

希望する工事の種別のうち、ISOに
登録されたマネジメントシステムが該
当する場合は有と、該当しない場合
は無と記載してください。ただし、委
任先がある場合は、委任先の取得が
必要となります。委任先の取得の有
無を確認するため、ISOの登録証と付
属書の写しを提出してください。
また、市内及び準市内業者でISOの
取得が確認した場合は、格付けに反
映します。

業　者　カ　ー　ド　　( 建 設 工 事 ）

有 有 有

業種・技術者情報　３．業種一覧

R

R

R

R

建設業許可年月日

許可有効期限年月日

１級技術士

２級技術士

その他技術士

R

R

R

R

その他技術士

有有ＩＳＯ区分

完成工事高評点（X1）

技術職員評点（Z）

１級技術士

２級技術士

年間平均完成工事高

経審基準日

経審期限日

建設工事の業種

総合評点（P）

許可番号

許可区分

建設工事の業種

R

R

許可番号

総合評点（P）

大臣一般 大臣特定

4 5

完成工事高評点（X1）

技術職員評点（Z）

鋼構造物工事 解体工事

ＩＳＯ区分

大臣特定 大臣特定

建設業許可年月日

許可区分

許可有効期限年月日

年間平均完成工事高

経審基準日

経審期限日

R

R

R

R

1

土木一式工事

2 3

R

R

R

舗装工事 とび・土工・コンクリート工事

大臣一般

R

R

R

○

希望する建設工事に「とび・土工・コ
ンクリート工事」を選択した場合は、
以下に詳細希望業種（法面処理工
事・交通安全施設工事・その他工事）
の入札参加資格の登録希望の有無
をそれぞれ選択してください。

とび・土工工事
詳細工事の登録について

3

×

○

交通安全施設工事

法面処理工事０５１

０５２

とび・土工（その他）０５３
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【入力例】
調査様式第３号

商号又は名称

単位：千円

決算額(２年前) 決算額(１年前)

総完成工事高 456,900 222,000

うち元請工事高 100,000 22,000

総完成工事高

うち元請工事高

総完成工事高 319,098 0

うち元請工事高 0 0

総完成工事高 775,998 222,000

うち元請工事高 100,000 22,000

※ それぞれの区分については、以下の表のとおりとする。

法面処理工事

交通安全施設工事

とび・土工・コンクリート（その他）工事

※ この調書は、とび・土工・コンクリート工事について資格審査の申請をする建設業者のみ提出してください。

※ 基準決算は、申請時提出された経営事項審査結果通知書（写）と同じ決算年度で記入してください。

※ 決算額については、申請時提出された経営事項審査結果通知書（写）の「とび・土工・コンクリート」の完成工事高を基準に記入してください。

各種吹付工、法枠工および法覆工

標識、反射鏡、ガードレール等の交通安全施設設置工事であって、道路管理者または公安委員会が設置するもの

上記以外の工事でとび・土工・コンクリート工事に該当する工事

× 交通安全施設工事

○
とび・土工・コンクリート

（その他）工事

とび・土工・
コンクリート工事合計

159,549

0

498,999

61,000

とび・土工・コンクリート工事完成工事高内訳調書兼希望工種調書

○ 法面処理工事
339,450

61,000

基準決算以前の決算額希望の
有無

決算額(基準年) 年間平均完成工事高2

福井建設株式会社

詳細工種（区分）



【入力例】様式第１号（その１）

敦賀市長 様

申請者

商号又は名称

代表者役職

代表者氏名 実印

様式第３号

受任者
（代理人）

氏 名 印

様式第４号

※ 使用印鑑を会社印との組み合わせで使用する場合には、会社印（角印等）を押印してください。

会社印を使用しない場合には、使用印のみ押印してください。

※ 委任する受任者のある場合は、受任者が使用する印を押印してください。

委　　　任　　　状

本店（社）
住所

令和　　年　　月　　日

　敦賀市が発注する建設工事の競争入札に参加したいので、競争入札の資格の基本となるべき事項の
審査を関係書類を添えて申請します。
　なお、この申請書及び添付書類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。

建設工事競争入札参加資格審査申請書

福井県福井市大手３丁目２０００番

福井建設

代表取締役社長

福井　太朗

会 社 印 使 用 印

　私は、下記の者を代理人と定め、令和８年４月１日から令和９年３月３１日までの期間、入札、見積、契
約の締結及び代金の請求、受領並びに復代理人の選任その他契約の履行に関する権限を委任しま
す。

　下記の印鑑を入札、見積に参加し、契約の締結及び変更その他契約の履行に関する書類に使用す
るので、届けます。

使　用　印　鑑　届

福井県敦賀市中央町２丁目５００番　つるがビル３階

福井建設株式会社　敦賀支店

支店長

敦賀　一郎

商号又は名称

役職名

委任先所在地



様式第５号

（建設工事の種別） 商号又は名称

元請又は 工事場所の 請負代金の額 完成年月日又は
下請の区分 都道府県 （千円） 完成予定年月日

敦賀市 元請 市道A-1号線道路改良工事 福井県 9,200 令和2年5月30日 令和2年10月20日 

敦賀市 元請 市道A-1号線道路改良工事その４ 福井県 8,500 令和3年1月15日 令和3年6月30日 

福井県 元請 二級河川S川河川改修工事 福井県 15,000  令和2年6月5日 令和3年3月20日 

敦賀市 下請 市道B-5号線道路側溝新設工事 福井県 5,200 令和3年4月15日 令和3年9月30日 

敦賀市 元請 市道C-10号線道路側溝新設工事 福井県 7,500 令和3年11月20日 令和4年3月30日 

工事経歴書

土木一式工事 福井建設株式会社

注文者 工事名 着工年月日

２以上の建設工事の種別を希望する場合

で、本様式を直接使用するときは、ドラッグ

&ドロップで印刷範囲を広げて使用してくだ

さい。 

登録を希望するそれぞれの建設工事の種別を確認し、当該工事の過去２年程度の工事実績等を記入してください。 

経営規模等評価審査の際に提出したものの写しを添付する場合は、作成不要です。 

工事種別を確認してください。 

（入力シート等から自動入力） 

現在施工中のも

のも含んで記入

してください。 

【入力例】 

 

 

 




